
社会福祉振興助成事業（ＷＡＭ助成）
事業実施説明

（事業実施のポイント解説）

令和４年4月

独立行政法人福祉医療機構

ＮＰＯリソースセンター

令和３年度（補正予算）及び令和４年度

本資料の目的
✔ 会計処理の注意点の確認
✔ 各種手続きのポイントを確認
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視聴後は、動画掲載ページに掲載された
アンケートにご回答ください。

※アンケートへの回答をもって、動画視聴済
であることを確認させていただく予定です。

お願い



「事務の手引き」をお手元にご用意ください。
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社会福祉振興助成事業（ＷＡＭ助成）について

１．WAM助成（令和３年度補正予算）の目的

新型コロナウイルス感染症の影響により、孤独・孤立に陥る危険性の高い生活困窮者や
ひきこもり状態にある者等に対する支援活動を実施する民間団体の取組みを支援するこ
とを目的とします。

２．令和３年度（補正予算）採択結果

令和３年度（補正予算）については、214事業（約13.9億円）の応募があり、外
部有識者による審査・評価委員会の審査を経て、69事業（約4.6億円）が採択さ
れました。
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【助成テーマ】
（１）孤独・孤立に陥っている生活困窮者及びひきこもり状態にある者等に対し、社会的なつながりを構築・維持する事業
（２）生活困窮者・ひきこもり状態にある者等の支援を行う民間団体に対し、中間的支援を行う事業



社会福祉振興助成事業（ＷＡＭ助成）について

１．ＷＡＭ助成（令和４年度）の目的

政策動向や国民ニーズを踏まえ、民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ
細かな活動等に対し助成を行い、高齢者・障害者等が自立した生活を送り、また、
子どもたちが健やかに安心して成長できる地域共生社会の実現に向けて必要な支
援を行うことを目的としています。

4

２．令和４年度採択結果

令和４年度については、497事業（約27.4億円）の応募があり、外部有識者によ
る審査・評価委員会の審査を経て、123事業（約6億円）が採択されました。



WAM助成が後押しする４つの力

分野横断的取り組み等、民間の創意工夫を活かした効果的な支援

制度化・モデル事業化、社会への啓発を図る取り組み

異業種・多機関による連携・ネットワークの構築

地域共生社会に向けた支え手の育成や住民参加の促進

複数の団体が連携・ネットワーク化を図り、４つの力を高めることで、
以下の社会課題に対応する活動を後押しします。

WAM助成により4つの力を高めて対応

創意工夫 制度化

連 携 住民参加

WAM助成で対応実績のある社会課題の例

民間福祉
活動団体

WAM助成
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助成事業の流れ

・内定通知書の受け取り

・申請書兼請求書の提出

・助成決定通知書の受け取り

・助成金の一括交付（５月以降を予定）

・助成事業進捗状況調査票の提出（8～９月）

・助成事業完了報告に関する書類の提出

（翌４月末）

・助成金額確定通知書の受け取り

・返還金の振込（該当する場合）

・当機構による事業評価の実施（翌７月～９月）

内定

決定

進捗
報告

事業
完了

金額
確定

事業
評価

助成事業の実施・
経費の対象期間

令和４年4月1日
～令和５年3月31日

助成金交付前に必要となった
経費は立替とし、のちに

助成金を充当してください。
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会計処理の決まりごとについて重要！

・全ての支出について、領収書等による証明が必要です。

・完了報告時には、全ての領収書等の証拠書類（写）をご提出いただきます。

・領収書等は、事業完了後7年間の保管義務があります。

● 領収書等を整理し、写しのご提出をお願いします

・全ての収入、支出について指定の「支出管理エクセル」により、必ず管理してください。

（使用方法は、支出管理エクセルのご利用マニュアルをご参照ください。）

● 支出管理エクセルで必ず管理してください

※これらの決まりごとは、募集要領、助成要綱等で定められています。

会計処理が不適切な場合は…

・助成金決定の取り消し
・助成金の返還
・悪質な場合は補助金適正化法により刑事罰が課される
など、今後の活動に支障をきたす可能性があります。
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会計処理の決まりごとについて重要！

「助成金支出管理エクセル」での支出管理をお願いします。
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事務の手引きの重要ページ

助成事業全体について

▶P4～5 ・事業の適切な実施と法令遵守、説明責任

・不適切な処理があった場合

▶P7 ・事業(活動)の実施期間、経費の対象期間は2022/4/1～2023/3/31

助成事業の経理について

▶P8～10

・助成事業専用の口座を設け、他の経理と明確に区分してください

・他の助成金等と混同しないでください

・事業を通じて得られた収入は計上してください

・機構が指定する支出管理エクセルを使用してください
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P4～5 事業の適切な実施と法令順守、説明責任

・公正な会計処理に基づき、帳簿類等の整備・保管を行ってください。

・証拠書類により支出が確認できない場合、一部返還となる場合があります。

・不適切な処理があった場合には、刑事罰が課されることがあります。
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不正や悪質な行為があった場合の公表について

不正な手段により助成金の交付を受け、他の用途に使用し、その他

規程等に違反する悪質な行為により、機構が助成の決定の取り消し等

を行った場合は、以下の事項について公表を行うことがあります。

（事務の手引きP86,100 募集要領 13.留意事項（３））

【公表事項】

・団体の名称、所在地及び代表者氏名

・事業の概要

・不正の内容

・交付決定の取り消し等の日、返還を命じた額及び返還状況

事務の手引きの募集要領13.留意事項を再度ご一読ください。
11



P7助成事業の実施期間

令和４年（２０２２年）４月１日から令和５年（２０２３年）３月３１日まで

助成事業の「完了」とは、事業（活動）はもちろん、令和５年３月３１日までに
経費の支出も済ませることをいいます。

（例外：家賃、光熱水費、賃金等で前払いや後払いになっているものは、上記の助成期間
内の費用分のみ対象とすることができますが、該当の場合は事前に必ず機構に連絡してく
ださい。

12

事務の手引き



P8～９助成事業の経理

第１８条 助成対象者は助成事業に係る経理については、専用の普通預金口座を設け、他の経理と区

分し、所要の帳簿類、当該収入及び支出について証拠書類及び予算と決算との関係を明らかにした助

成金精算調書を備えなければならない。

２ 助成対象者は、前項に掲げる帳簿類、証拠書類及び助成金精算調書を事業完了後7年間保管して

おかなければならない。（助成要綱より）

・専用口座に振り込まれた助成金は、資金の流れの透明性を確保す
るため、次のことを禁止しています。

✔他の口座に全額を移して管理すること

✔一括して引き出し、全額手元現金として保管し支出すること

月単位など一定期間毎に引き出しを行うなど、管理方法について
予め役割分担や管理の流れをご検討ください。

・帳簿類、証拠書類及び助成金精算調書は、事業完了後７年間保管
していただく必要がありますので、ご注意ください。
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P10助成事業にかかる経理の区分

・助成事業以外の経理と明確に区分してください。

・助成事業を通じて得られた収入は、必ず計上してください。

〈同一事業へ実施期間中に補助金、委託費、他の助成金が得られた場合〉
助成事業として認められないことがありますのでお早めにご相談ください。
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事務の手引きの重要ページ

証拠書類(領収書等)について

▶P12～18 ・事業完了後、領収書等の写しをご提出いただきます

・証拠書類は7年間の保管義務があります

対象となる経費・対象とならない経費について

▶P19～21
・法人又は団体の運営経費等は対象外です

・契約にあたっては、必ず価格比較を行ってください

・対象経費のルールや留意事項は必ず確認してください

職員賃金について

▶P22～27
・職員賃金には上限額があります

・申請手続きの際に「職員賃金一覧」をご提出ください

・期中の管理方法と事業完了報告時の提出書類をご確認ください

その他の留意事項

▶P29 ・同一事業に対し他から助成金や委託費等を得られた場合

・事業計画に変更が生じる場合について
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P12 経理書類の整備・管理・保管

【主な証拠書類】
・帳簿類（「支出管理エクセル」、出納帳、勘定帳等）
・領収書（業者が発行するもの、謝金や旅費の受領者に書いてもらうもの）
・振込金明細票（振込金受取書）（振込みで支払いをした場合）
・専用口座の通帳
・一般及び指名競争入札を行った場合、その内容がわかる書類
・賃金を支出している場合は、賃金雇用契約書（労働条件通知書）
・家賃を支出している場合は、借地または借家にかかる賃貸借契約書
・事業の一部を業者等に委託している場合は、委託契約書関係（委託額内訳書等）一式

【その他必要に応じて機構が確認する書類】
・見積書、契約書・請書（上記の賃金・家賃・委託費以外）、請求書及び納品書等
・謝金、旅費、賃金等の支払に関する団体の諸規定
・事業の一部を業者に依頼（印刷製本等）する場合は、複数業者による価格比較等を
行った書類

・備品を購入した場合は備品台帳
・賃金台帳、出勤簿、業務日誌等

・助成金の収入・支出にかかる以下の証拠書類については、確実に整備し、助成
完了後７年間は必ず保管の上、いつでも提出できる状態にしておいてください。

・助成先団体の事務所・事業実施場所等に赴き、実地調査及び監査を行うほか、
上記証拠書類をご提出いただく場合があります。
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P14～18 領収書について①
・領収書は、①いつ、②誰に、③何のため（但し書き）にその額が支払われてい
るか証する証拠書類です。
・原則、第三者が発行するもので、代金の受取人や支払者等が証明できるものを
対象とします。ただし、団体が発行せざるを得ない費用（謝金・旅費等）につい
ては、適切な手続きにより発行されたものを対象とします。したがって、団体内
での資金移動や単なる事務処理のための「出金伝票」については、証拠書類とは
なりません。

①領収書の日付

②領収書の宛先
必ず助成先団体の正式名称としてくだ
さい。代表者の個人名、助成先団体の
支部、連携・関連団体宛の領収書は助
成金の支出の証拠書類とはなりません。

③内容
何に対して支払ったのか明確に記載さ
れている必要があります。
「お品代として」はNG

④５万円以上の領収書は（印紙税法
上）収入印紙が必要となる場合があり
ます。（支払いを受けた側が貼付けます）17
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P14～18領収書について②：謝金

・謝金の領収書は、原則として個々の「謝金支給対象者」から求めて頂くことに
なりますが、助成先団体が領収書の作成を代行する場合も、個々の「謝金受取
人」の署名または押印が必要となります。
・１人が複数人分を代表して領収することは、実態が見えず不適切であるため、
助成の対象として認められないことがあります。

同じ人に複数回の謝金を
まとめて支払う場合は、
領収書を一枚にまとめる
ことができます。
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P14～18領収書について③：旅費

・旅費の領収書は、原則として個々の「旅費支給対象者」から求めていただくこ
ととなりますが、助成先団体が領収書の作成を代行する場合も、個々の「旅費受
取人」の署名、押印が必要となります。
・イベントなどで助成先団体がまとめて乗車券等を購入した場合は、乗車券等販
売店が発行した領収書で構いません。
・バスや電車の短距離区間の移動など、券売機等で購入した場合は、助成先団体
の旅費規程に基づき、当該旅費の領収書を用意し、保管してください。

同じ人に複数回の旅費を
まとめて支払う場合は、
領収書を一枚にまとめる
ことができます。
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【旅費領収書作成例】 

旅  費  領 収 書 

  特定非営利活動法人 □□□□□□   様 

年  月  日 行    先 金        額 

〇〇年〇月〇日（〇） 〇〇駅 → □□駅(講演会場)          720 円 

〇〇年〇月〇日（〇） 〇〇→△△（セミナー会場・車移動） 

ガソリン代 〇㎞×◇円 

       1,280 円 

合   計         2,000 円 

        上記の旅費を受領いたしました。 

             〇〇年〇月〇日 

                          住所   〇〇市〇〇町２－２２－２                

                          氏名   花田 花子                  印    

                          連絡先（電話番号） ○○○－○○○－○○○○   

     

 

No.  ２              
 

平成○○年○月○日 

事務の手引き



P14～16 領収書の整理について

・領収書は、当機構より提供する「領収書・帳票ファイル」に経費の費目大分類
（①謝金②旅費③所費）毎に、綴ってください。
・助成期間終了後の完了報告手続きにおいて、当機構より送付した「領収書・帳
票ファイル（写）」に領収書を綴った状態で提出いただきます。

・領収書は、複数の担
当者（作業にあたる人、
確認者）を決め、月毎
に整理することを推奨
しています。
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P19 助成金の対象とならない経費
・「助成対象経費」に記載されている経費項目であっても、助成事業を実施す
るために真に必要な経費のみが対象となります。

・助成事業の経費と他の事業の経費（団体の運営経費を含む）を明確に区分し
ていただくようにお願いします。
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①「対象経費と費用の考え方など
（Ｐ２０～２１）」から以下の経費
・費目のないもの
・「対象経費としてのルール」及び「留意事
項」で対象外となっているもの
・助成事業専用ではないもの（助成事業とは別
の事業にも使用しているもの）
・助成事業実施期間外のもの
②不動産購入費
③施設整備費
④修繕・改修費

⑤団体の運営経費（役職報酬、団体本部の家
賃や光熱水費等）
⑥実施上の主体性の観点から不適切な経費
例 ・他団体が行う事業の代行に類するもの

・機構の助成金をもとにして、他の団体に対
しさらに助成金交付を行うもの
・寄付・寄贈を目的とするもの（スポーツ大
会等のメダル等は除く）
⑦公的資金の観点から不適切な経費

例 ・娯楽性の高い経費
・接待交際費にあたるもの
・不当に単価等の高い経費

［助成金の対象とならない経費］
費目（経費の例）

事務の手引き



P20～21 助成対象経費の例・契約にあたって

各費目の「経費の例」「ルール」「留意事項」について必ずご一読ください。

【契約にあたって】該当費目：賃金・家賃・委託費等

○取引業者の選定等について社会的に誤解を持たれることのないよう必ず価格
比較を行ってください。（各費目の留意事項をご確認ください。）

○複数年で契約するものは助成期間のみが対象経費となります。

○契約を締結するにあたり、契約の相手方が自団体の役員、特に代表者など代
表権を有する者である場合は、利益相反行為となるため、その場合は特別代理
人の選任などの適正な手続きを行ってください。

22
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P22～27 職員賃金について①

23

（助成の対象外となる場合）
１.雇用契約書（労働条件通知書）、賃金台帳、出勤簿、業務日誌、振込記録な
どの証拠書類が整備されておらず、助成事業に専従した時間が証拠書類により
証明できない場合
２．労働基準法等の労働関係法令に違反している、あるいは基づかない場合
３．団体役員に対する賃金（ただし、職員の立場で受けたものを除く）
４．通常業務と区分ができないアルバイト、職員に対する賃金
※ 必ず助成事業に専従する時間を業務日報等に記録し、業務内容の区分がで
きるように管理してください。

【職員賃金が対象となった趣旨について】
コロナ禍等の影響によりNPOの支援ニーズが一層拡大しており、福祉分
野等の専門性や経験を有するスタッフが専門的なケアや関係機関との調
整役を担う場面も多くみられます。
これらの状況を踏まえ、今年度から助成事業に従事した範囲の賃金相当
額（時給換算により計算した基本給・通勤費）の一部が助成対象となり
ました。

事務の手引き



P22～27 職員賃金について②

24

【職員賃金の上限額について】
賃金（基本給＋交通費）の上限は、
助成金額（総事業費ではありません）に対し２５％までです。
（ただし、モデル事業及び令和３年度補正予算事業については５０％まで）

（例）通常助成事業で職員賃金が上限額を超えるケース
総事業費7,000,000円に対し、対象経費6,000,000円、自己資金1,000,000円で行う
計画の場合

対象経費6,000,000円×25％＝1,500,000円→助成対象にできる人件費上限額

上限額の確認の時点は、助成完了時の助成金〈確定額〉に対する
割合です。
職員賃金以外の経費が未執行になることにより、職員賃金の割合
が大きくなった場合、一部返還（上限超過分は自己資金で対応）
の必要が出てくる場合があります。

ご注意ください

事務の手引き



P22～27 職員賃金について③

経費対象の範囲は、「基本給（※１）」＋「通勤交通費（※２）」となります。

25

（※１）基本給＝「基本給時間単価」×「助成事業従事時間数」
＜基本給時間単価の算出＞
〇年額基本給を年間所定労働時間（年間所定労働日数×１日所定労働時間）で
割り戻します。
〇1日あたりの上限額は15,700円までとなります。（業務日誌で確認）

基本給（本俸）のなかには、一般的に社会保険料（法定福利費に限る）は含ま
れますが、そのほかの手当て（例：住居手当）や割増賃金等（例：超過勤務手
当）は、含みませんのでご留意ください。

（※２）通勤交通費＝「通勤単価（日）」×「助成事業従事日数」
〇定期券や回数券等で割り引かれている場合には、実費負担の範囲までが対象
となります。
〇団体の本体事業等と兼業する者で既に定期券が支給されている場合は助成対
象外となります。

事務の手引き



P22～27 職員賃金について④

26

職員賃金対象者一覧　入力シート

受付番号

団体名

※薄い朱色の箇所について入力してください。

氏名 役職 役員兼務の有無 助成事業への専業・兼業状況

福祉　太郎 事務局長 有

●基本給時間単価の算定

年額基本給 ÷（ 年間所定労働日数 × １日の所定労働時間） = 基本給時間単価（円）

5,000,000 250 7 2,857

↓時給で契約している場合はこちらに記載してください。

●助成事業従事予定時間数

年間従事予定日数（日）

月5日×６か月の場合＝30日
× １日の所定労働時間 = 助成事業従事予定時間数

30 × 7 = 210

●通勤単価 助成事業従事日数

× 30 = 0 ……①

↑定期券の支給をしていない場合、定期券の支給をしていても助成事業専業でない場合はこちらに通勤単価をご入力ください。

120,000 ……②

↑助成事業専業の方で、定期券の支給をしている場合はこちらに１年間の定期券の金額をご入力ください。

兼業

事務の手引きを参照しながら、以下の該当箇所に

必要事項を記入してください。

職員賃金を計上している場合は、申請手続きの際に、「職員賃金対象者一覧」
をご提出ください。
入力シートに記入すると、「対象者一覧（集計シート）」に自動反映されます。

事務の手引き



P22～27 職員賃金について⑤

【期中の管理】（P２４～２７）

機構指定様式の「業務日誌（Excel）」を用いて助成業務に従事した内容の管理
を行うとともに、雇用契約書（労働条件通知書）・賃金台帳・給与明細・銀行
振り込みの確認書類等をあわせて整備し、保管する必要があります。

27

【事業完了報告の際に提出する書類】（P２７）

事業完了報告の際は、賃金支給に関して整備する書類のうち、原則「契約書
（労働条件通知書）」及び「支給該当者への振込記録が確認できる書類（給与
全額分）」の提出が必要となります。

また、支給対象者が、助成事業以外の業務も担当する場合は、助成事業従事時
間数を確認するため、業務日誌をご提出ください。

業務日誌のイメージ

事務の手引き



P22～27 職員賃金について⑥

28

業務日誌内の通勤単価計算シート、各月の業務日誌に必要情報を入力すると、
通勤単価や時給単価が自動で計算されます。

（業務日誌 通勤単価計算シートの記入ポイント）

・基本給単価のもととなる金額は、直近の雇用契約書・辞令・俸給表などで根
拠を確認できる額としてください。

事務の手引き



P22～27 職員賃金について⑦

29※一か月分に記入が終わると、助成事業対象人件費が自動で計算されます。

（業務日誌記入のポイント）

・助成業務に従事した日の①通勤区分、②従事時間帯、③具体的な作業内容を

入力

・月ごとに締め、業務管理者（支給対象者とは別の者）が内容を確認・押印

２０●●年 ７ 月分 業 務 日 誌

※ 本業務以外の業務従事：　　 あり

年間予定従事月数

年間予定従事日数

助成事業名：　〇〇を抱えて支援を必要とするケースに対する相談事業
区分名：　上記の正職員人件費

　職員　所属：事務局長（経理・人事兼務） 確認者　所属：

氏名：〇〇　〇〇　　　　印 　氏名：

開始時刻 終了時刻 開始時間 終了時間

7/1 金 1,通勤（助成対象） 12:00 15:00 17:00 0:30 13:30 13.5 ○○

7/2 土 2,通勤（除外） 0:00 0

7/3 日 1,通勤（助成対象） 9:00 12:00 13:00 18:00 4:00 4:00 4

7/4 月 2,通勤（除外） 0:00 0

7/5 火 1,通勤（助成対象） 9:00 12:00 13:00 21:00 11:00 0:00 0

〇〇　〇〇　　　印

除外する
時間数

(分単位）
確認者サイン

休日

（終日）第1回標準化ＷＧ会議

（終日）本部経理事務処理

（AM)システム開発打合せ、（PM)第1回標準化ＷＧ会議報告作成

なし

代表理事

日
曜
日

従事時間帯（２４時間制で時刻入力） 具体的な作業内容
（独自の休日を設定する場合は、「休日」と入力）

（助成対象とする日については詳細に記載）

従事した
時間数

（時間単位）

従事した
時間数

（分単位）
通勤区分

（AM)システム開発打合せ、（PM)第1回標準化ＷＧ会議資料準備

色のついてない箇所に入力してくだ

さい。色付きの箇所には式が入って

いて、自動計算されます。

〇を使って選択してください。

月に一度確認者が業務内容

等を確認してください。

助成対象になる日は、毎日の業

務終了時に、確認者が記載内容

を確認し、サインしてください。

① ② ③

事務の手引き



助成事業の流れ（進捗～事業完了）

・内定通知書の受け取り

・申請書兼請求書の提出

・助成決定通知書の受け取り

・助成金の一括交付（5月以降を予定）

・助成事業進捗状況調査票の提出（8～９月）

・助成事業完了報告に関する書類の提出

（翌４月末）

・助成金額確定通知書の受け取り

・返還金の振込（該当する場合）

・当機構による事業評価の実施（翌７月～９月）

内定

決定

進捗
報告

事業
完了

金額
確定

事業
評価

助成事業の実施・
経費の対象期間

令和４年４月１日
～令和５年３月31日

30



P52～53 進捗状況の確認

【確認時期】

８～９月頃（予定）

【確認内容】

・事業計画の変更の有無
・実施体制の状況
・経費執行率
・事業の実施目標の達成状況
・終了後を見据えて下半期に取り組む内容

e,t,c,
【提出いただくもの】

・進捗状況調査票

・帳簿（支出管理エクセル）
・進捗時点の契約書（写し）
・活動写真
・業務日誌（職員賃金計上がある場合） e,t,c,

事業の振り返りを行い、活動の進捗状況を教えてください。

31

作成日：

□ ①変更なし(当初計画(「申請書兼請求書」)の記載内容､または､ＷＡＭ事務局に報告した内容から変更はない)

□ ②変更あり(実施内容に変更が生じた、または、変更の予定) →６．その他に内容をご記入ください。

□
→６．その他に内容をご記入ください。

□

※④に該当する場合、具体的な内容をご記入ください。

□

□

※②に該当する場合､具体的な内容をご記入ください（助成事業への影響がある場合､今後の対応も含めご記入ください）。

□

※①に該当する場合、共有の図り方や団体役員への報告方法について具体的な内容をご記入ください。

□ ②現在の助成事業の体制は、 人で実施している。

□ ③経費の管理は、複数名で行っている(担当者名、確認者名をそれぞれ記載してください)。

　 ※担当者名： 確認者名：

□ ④利用者（支援対象者）の個人情報の取り扱いに、十分に配慮して事業を進めている。

□ ⑤賃金対象者には、関連法令を遵守し、雇用契約書（労働条件通知書）等を整備した。

※上記項目に該当しない場合はその状況について、６．その他に内容をご記入ください。

《必要に応じて、ＷＡＭ事務局よりお問い合わせをいたします。》

③事業は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている

２．事業実施体制について（該当する項目にチェック（☑）を入れてください）

②変更あり（当初計画より団体内の事業実施体制（助成事業を担当する役員・スタッフ等）及び連携先に
　変更が生じた、または変更の予定）

１．事業計画について（該当する項目にチェック（☑）を入れてください）

令和３年度 福祉医療機構 社会福祉振興助成事業　進捗状況調査票

　今年度の全助成先の皆さまを対象に、進捗状況調査を実施いたします。この調査は、助成要綱第15条の規定
に基づき、助成事業が適正に実施されているかどうか、さらには、助成事業の成果、効果を上げていただくため
に、期中の実施状況を確認するものです。（「事務の手引き」P.42-43参照）

団体名

担当者名 連絡先

調査票の共同作

成者名（所属）

④ＷＡＭの助成事業において、当初の予定にはない他の補助金・助成金を受けている、または介護給付や自立支援
給付等の対象となった(あるいは、助成期間中に受ける・対象になる予定)。

３．団体のガバナンス体制について（該当する項目にチェック（☑）を入れてください）

①助成事業の実施状況は、団体内で定期的に共有するとともに、代表者を含め、団体役員への報告を適宜してい
る。

①変更なし（当初計画より団体内の事業実施体制（助成事業を担当する役員・スタッフ等）及び連携先に
　変更はない）

（参考：昨年度版）

事務の手引き



P54～66 完了報告

【提出いただく主な書類】・・・手引きP.54参照
・事業完了報告書
・精算額計算書
・総事業費の支出額内訳
・銀行口座の通帳（写）
・領収書（写）
・事業実績及び自己評価書
・成果物等（報告書・ﾁﾗｼ等）

【提出時期】

事業完了から1か月以内又は令和5年
4月末日のいずれか早い日まで

完了報告は、助成金の精算と実績報告のための手続きです。

助成金の精算書類

※支出管理エクセルで作成

実績報告に関する書類

※報告書は対外的な成果普
及や活動内容の共有を目的
とした内容で構いません。

【返還が必要な場合】
精算手続きの結果、予算未執行分が生じた場合はその残高を返還いただく
ことになります。
※返還金をなくすことを目的に無理に助成金を支出する必要はありません。 32

（様式3）

受付番号

助成区分
助成

テーマ

〒

実印

１　事業名　 事業

２　精算額　 千円

３　精算額調書

円 円 0 円 千円 千円 千円 千円

４　事業成果物利用許諾

 　(添付書類)
（１）精算額計算書
（２）成果物
（３）その他参考となる書類

許諾しない
（理由：　　　　　　　　　　）

担当者

氏      名 医療　花子 Ｆ  Ａ  Ｘ ○○○-○○○-○○○○

電話
○○○-○○○-○○○○

（平日9：30～17：00）
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

事業成果物及び事業を実施した団体情報をイン
ターネット・ホームページ上で公開し利用すること
を

許諾する
（以下に内容を記載してください）

令和〇年度　事業完了報告書

　標記について、次のとおり報告します。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1,234

総事業費
（Ａ）

寄付金
その他の収入

（Ｂ）

差引事業費
（Ａ－Ｂ＝Ｃ）

差引事業費から千円未満
の端数を切り捨てた額

（D）

決定額
（E）

精算額
（ＤとEを比較して

少ない方の額）（F）

返還額
（E-F）

名　　 　　称 特定非営利活動法人あいう会
代表者職名 理事長
代　 表 　者 福祉　太郎

　　　　年　　　月　　　日

独立行政法人福祉医療機構　理事長　あて
○○○-○○○○

住　 　　　所 ○○県○○市○○１－２－３

記入例

実際にご記入いただくエクセルファイルでは、色のついている部分は入力をしますと色が消

えますが、この記入例では、入力いただく箇所がわかりやすいように網かけしております。

申請書兼請求書のとおりに記入し、印刷後に押印してください。

申請時より変更がある場合は、新しい住所等を記入し、変更届（Ｐ６

０）をご提出ください。なお、申請書兼請求書の提出以降に実印を変

更した場合は、提出日において、発行後３ヶ月以内の印鑑登録証明

書を添付してください。

申請書兼請求書で記載した事業名をご記入ください。

担当者の日中連絡可能なご連絡先をご入力ください。

該当のいずれかに○をしてください。

事務の手引き



P67～68 団体情報の変更

各種様式は「助成先団体専用HP」よりダウンロードしてください）

「変更届」に内容が確認できる書類を添付して提出ください。

【変更内容の例】

・法人格・団体名・代表者
・団体住所・連絡先（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ等）

※この他に法人印や定款、理事や監事の変更が生
じた場合は、ご相談ください。

【事業内容の変更】
・事業内容の変更については「変更届」の提出は
必要ありません。
・まずはWAM連絡システム等により、WAM担当
者へご相談ください。

33

事務の手引き



こんなときは…①〈契約〉

• 知人にフリーランスのデザイナーがいて、これまでもチラ
シのデザインをお願いしてきた。今回の事業では広報に力
を入れたいので、チラシも綺麗なものを作りたい。今まで
どおり、この知人に頼もうと思っている。

〈考え方〉

• 取引業者の選定は、社会的に誤解を持たれることのないよ
う、「価格比較」をしてください。

※団体の仕様書に基づく契約の場合には、事業に関わ
らない第三者が経費の取り扱いをみたときに、例えば、
この知人のデザイナーが一般的な価格（相場）よりも
著しく高い金額で契約していない旨を、説明できる状
態としておくことが重要です。

34



こんなときは…②〈契約〉

• 引きこもりの若者支援でコーヒー焙煎を考えている。業務
用焙煎機を150万円で購入したい。

• 高額な備品は、まず「リース契約」をご検討ください。

• 予定価格が160万円を超える場合は競争入札により業者を
選定してください。（備品購入費）

（※委託費は100万円を超える場合、借料損料は80万円を超える場合、
印刷製本費は250万円を超える場合競争入札）

35



こんなときは…③〈契約〉

• 連携団体に事業の一部を委託したい。
いつもお願いしている内容なので、特に書類などは作らな
くてもよいか？

• 事業や資金の透明性確保のために、委託内容や金額を双方
の協議のもと、必ず「業務委託契約書」をご作成ください。

36



こんなときは…④〈証拠書類〉

①領収書の日付
②領収書の宛先
③内容（但し書き）
④収入印紙

• 印刷会社に印刷を発注したら、領収書は出しておらず、金融機関で

の払込票やATMの利用明細票を領収書とするように言われた。どう

すればよいか。

〈考え方〉

• やむを得ない事情で領収書が出ない場合、以下の領収書の①～④の

情報が複数の書類で確認できるよう、整理してください。

例）見積書や請求書＋払込票

総額の内訳等が記載された書類＋ATMの利用明細票
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こんなときは…⑤〈事業費〉

• 助成事業以外で使用している団体物件の空きスペースを今回の助成

事業に使用したい。その物件の家賃を助成金の対象とすることはで

きるか。

〈考え方〉

• 助成事業の経費と他の事業の経費を明確に区分することが求められ

ます（契約書が別となっている等）。明確に区分ができない場合は、

団体の運営経費とみなされ、助成対象外となります。
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こんなときは…⑥〈事業費〉

• 団体の弁護士費用を年度末に金額は確定していないものの、仮払い

金という形で支払いを行った。この場合は金額が確定していないの

で助成対象外経費として計上したが、この処理で問題ないか。

〈考え方〉

• 団体本部事業の経費と区分できない費用は、助成事業にかかった経

費とすることができません。そのため、助成対象外経費（※）とし

ても計上することができませんのでご注意ください。支出管理エク

セルに経費として計上するのは、助成事業にかかる経費として明確

に区分できる経費（金額が確定しているもの）のみとしてください。

（※）助成対象外経費とは、助成事業にかかる経費のうち、助成対象費目がない

ものや、上限を超えているもの等が該当します。

（※）手引き P１１に考え方について図解していますので、参考としてください。
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こんなときは…⑦〈立替えの処理が必要な時〉

• 物品をネットショッピングを使って購入を予定。団体に代

わって、個人名義で購入した。

立替えの手続きが必要です。手続きの流れは以下のとおりです。
なお、立替えにより支払った領収書やレシートなどの証拠書類と
立替金請求書は、団体で必ず保管してください。

団体へ請求

立替金の支払い

立替者（個人） 団体 40



こんなときは…⑧〈計画変更〉

• 助成事業の実施中、事業計画を見直した際に、よりよい事業実施に

向けて対象地域・回数・目標・柱立ての新規追加など、内容を変更

したい。

• 新型コロナウイルスの影響により、当初の予算よりも費用が増えた

／減った。助成金の中で経費の使途を変更することはできるか。

〈考え方〉

• 助成事業の目的の達成に向けて必要な計画の見直しは、協議いただ

くことで内容を変更ができる場合があります。また、新型コロナウ

イルス感染症の影響などにより、事業内容や対象経費の使途の変更

が生じる場合は、その必要性や事業目的との整合性を確認させてい

ただきます。事業計画や資金計画の変更を希望する場合は、事前に

機構までご相談ください。
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こんなときは…⑨〈計画変更〉

〈考え方〉

機構の承認手続きが必要となるのは、以下のいずれかに該当する場合で

す。（事務取扱要領 第８条より）

① 助成事業の内容（手法、手段、委員会の改廃、実施か所数）を変更

する場合であって、それぞれの経費（謝金、旅費及び所費）の予算額に

変更が生じ、下記ア及びイの両方に該当する場合

ア 交付決定時の経費（謝金、旅費及び所費）のうち、一番低い経費の

額の２０％を超える増減がある場合

イ その増減額が２０万円を超える額である場合

② 助成金所要額に変更が生じる場合
42

謝金の辞退があり、予定より謝金の計上が少なくなった。その分を食

材費に充てたいが、機構の承認が必要か。



ご不明な点がございましたら、
どうぞお気軽にご相談ください。
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≪お問い合わせ先≫
独立行政法人福祉医療機構 NPOリソースセンター

①メール

ＷＡＭホームページ「お問い合わせフォーム」よりご連絡ください。

②電話 NPO支援課 03-3438-4756
NPO振興課 03-3438-4756

受付時間：月曜日～金曜日 9:00～17:00（土日祝祭日を除く）

お問い合わせ
フォーム

推奨！！

https://www.int.wam.go.jp/wamhp/hp/info-tabid-640/info-wamjosei01-tabid-2106/

https://www.int.wam.go.jp/wamhp/hp/info-tabid-640/info-wamjosei01-tabid-2106/

